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リカレント教育等社会人の学び直しの総合的な充実 令和7年度要求・要望額 116億円
(前年度予算額 88億円)

リカレント教育推進のための学習基盤の整備

人生100年時代やデジタル社会の進展、絶え間なく変化する社会情勢を踏まえ、産業界や社会のニーズに対応した実践的なプログラムの開発・拡充やリカレント教育の基
盤整備を車の両輪として厚労省・経産省と連携しながら推進し、誰もがいくつになってもキャリアアップ・キャリアチェンジを実現し、新たなチャレンジができる社会を構築する。

＜社会人を主なターゲットとしている予算事業＞

①リカレント教育エコシステム構築支援事業： 2,570百万円（新規）

大学・専門学校・高等専門学校等を活用した社会人向けの実践的なプログラムの開発・拡充

・大学・大学院が地域や産業界と連携・協働して、経営者を含む地域や産業
界の人材育成ニーズを踏まえたリカレント教育プログラムを開発し、リカレント教
育による産学官連携プラットフォームや、産学連携の協働体制の構築を促進し、
産業界・個人・大学によるリカレント教育エコシステムの構築の支援する。

②専門職業人材の最新技能アップデートのための専修学校リカレント
教育（リ・スキリング）推進事業 ：402百万円（402百万円）

・専修学校の教育分野8分野において企業や各業界と連携しプログラムを

開発・提供。

③放送大学学園補助金： 7,570百万円（7,301百万円）

・放送大学学園次世代教育研究開発センターにおけるリカレント教育及び

  リ・スキリングの推進等。

④大学等における価値創造人材育成拠点の形成： 76百万円（76百万円）

・社会人を対象に、デザイン思考・アート思考の養成、分野横断型の学修を経て、
創造的な発想をビジネスにつなぐ教育プログラムの開発及び拠点の形成。

＜社会人をターゲットの一部としている予算事業＞

⑥地域活性化人材育成事業： 798百万円の内数（878百万円の内数）

・学部等の再編を目指す取組、大学間の高度な連携等を通じ、地域資源を結集し

 たプログラムを構築し、イノベーションを担う人材を育成（取組の一部に社会人等を

対象とした履修証明プログラムを含む）。

※このほか、国立大学や私立大学等の基盤的経費の算定において、社会人の受
入れ状況や組織的な受入れ促進の取組状況が考慮されている。

☆大学・専修学校の実践的短期プログラムに対する文部科学大臣認定の充実（非予算）

• 大学・大学院「職業実践力育成プログラム」(BP) 及び専修学校「キャリア形成促進プログラム」

⇒ 受講者の学習機会の拡充や学習費用の軽減につながるよう、認定講座をさらに充実。

職業実践力育成プログラム: 173大学等、397課程（令和6年5月時点）

キャリア形成促進プログラム：17校、23課程（令和５年12月時点）

⑤女性の多様なチャレンジに寄り添う学びと社会参画支援事業
： 24百万円（19百万円）

・女性のキャリアアップ・キャリアチェンジに向けた学び直しやキャリア形成等の総合的
支援。

（担当：総合教育政策局生涯学習推進課）

社会人の学びの情報アクセス改善に向けたポータルサイト「マナパス」の改良・充実：113百万円（30百万円）

・社会人の学びを応援するポータルサイト「マナパス」の機能強化やコンテンツ拡充に取り組み、大学等における社会人向け講座情報や受講にあたって活用できる経

済的支援の情報、実際の学習成果・ロールモデル等の情報発信を強化するとともに、学習歴の可視化・キャリアアップへの活用等を促進。
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リカレント教育エコシステム構築支援事業

➢労働人口の減少は不可避である中、労働生産性の向上は国家的課題で
あり、リカレント教育に取り組むことが不可欠

     ※仕事関連の成人学習参加率が高い国ほど、労働生産性が高い傾向にあるが、
我が国では企業のOJT以外の人材投資は諸外国と比べて低い。さらに社外学
習・自己啓発を行っていない個人の割合が諸外国よりも高い。

➢ VUCAの時代にあって真に必要とされるスキルは、資格や検定ではなく「分野
横断的知識・能力」「理論と実践の融合」「分析的思考」等※であり、リカレ
ント教育を大学等の責務として行う必要
※経団連産学協議会2022年報告／世界経済フォーラム「仕事の未来2020」

    ※これらの能力は職業上も活用可能性が高く、大学等での育成が期待される高度
なリ・スキリングであり、リカレント教育の一部と捉える。

➢ 地域が少子高齢化社会を乗り越え持続的に発展するためには、地域の人
材ニーズを踏まえた人材育成と併せて、経営者等へのリ・スキリングを実施す
るなど、産学官連携による地域のリカレント教育プラットフォームの構築し、
地方創生人材の輩出を強化

背景・課題

⚫ 支援メニュー（補助金）
①産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援

（5千万 × 25か所）【5年間】
②リカレント教育による新時代の産学協働体制構築支援

（5千万 × 18か所）【5年間】

⚫ 支援対象
・産学官等のプラットフォームや協働体制を構築し、リカレント教育を
実施するために組織再編等を実施する大学等

⚫ 支援内容
・プラットフォーム等構築経費、コーディネーター等の人件費、外部講師等への謝金等

事業内容

・日本社会、地域社会の持続的発展に向けて、大学等が地域や産業界と連携・協働して、経営者を含む地域や産業界の人材育成ニーズ
を踏まえたリカレント教育プログラムを開発し、リカレント教育による産学官連携プラットフォームや、産学連携の協働体制の構築を促進し、産業
界・個人・大学等によるリカレント教育エコシステムの構築を推進

【事業スキーム】 文部科学省

民間事業者等

経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）2024（令和6年6月21日閣議決定）

１（２）三位一体の労働市場改革

地域の産学官のプラットフォームを活用したリ・スキリングの対象に経営者を追加し、2029年までに、約

5,000人の経営者等の能力構築に取り組む。大学と業界が連携して、最先端の知識や戦略的思考を

身に付けるリ・スキリングプログラムを創設し、2025年度中に、約3,000人が参加することを目指す。

３（４）科学技術の振興・イノベーションの促進

イノベーション創出に向けた地域や産業界の学び直しニーズを踏まえつつ、産業界・個人・教育機関によ

るリカレント教育エコシステムの創出に向けた取組を加速する。

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2024改訂版（令和6年6月21日閣議決定）

Ⅲ．三位一体の労働市場改革の早期実行

（３）③リ・スキリングのプラットフォームの構築

企業成長や労働移動につながる教育プログラムを産学協働体制で開発するとともに、産学官連携で地

域のリ・スキリングのプラットフォームを構築する。

産業界・企業等

大学等

伴走支援

地方公共団体

【補助金】 【委託費】

令和7年度要求・要望額（新規） 2,570百万円
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「三すくみ」から「三方よし」の好循環へ

企業・団体大学・大学院等
社会人

・社会のニーズに応える教育
・社会人同士が業種を超えて学びあう｢場｣
・安定収入による教育の質の向上

・関心のあることを学び、仕事へ還元
・働きながら学ぶことで成長を実感

成長の好循環＝リカレント教育エコシステム
・意欲ある社員による業績向上
・成長機会のある企業へ人材と投資が集まる
・外部委託のコストを社内人材への投資に転換

・人生100年時代の働き方、生き方の実現

①産学官連携を通じた
リカレント教育プラットフォーム構築支援（25か所）

・ 地域の産・学・官が一体となった「リカレント教育プラットフォーム」を
構築し、地域の産業ニーズと大学資源をマッチング

官産

大学

金
都道府県
市区町村
労働局
経済産業局

地元企業
商工会議所
経済団体
業界団体

地方金融
機関

「産業成長に直結する」「高等教育機関にしかできない」
リスキリングを通じ企業・個人・大学等の成長エコシステムを構築

②リカレント教育による

新時代の産学協働体制構築事業（18か所）

経営のプロ

SCMのプロ
（ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ)

GXのプロ

産業界共通のニーズ 業界固有ニーズ

再生可能エネルギー

グリーンケミカル

構造転換ニーズ

余剰人員の円滑な
労働移動を支援

（ 共 通 ） 各 分 野 に お け る D X ス キ ル

半導体

地方向け 産業界向け
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5

東京理科大学
「DX時代を先導するハイブリッド人材のための“リスキル×アドオン”プログラム」

DXビジネスの根幹

新規ビジネス
創造コース

データ
サイエンスコース

デジタル領域 講座群（Dの教育）

周辺領域 講座群

思考系 講座群（Xの教育）

今までのスキル

質の良さ

おもてなし

完璧主義

調整力
日本の強みで
DX時代を先導

“ハイブリッド型の人材”

アドオン

東京大学 「ゲノムスクール」

一般社団法人大学都市神戸産官学プラットフォーム
「大学都市ＫＯＢＥ地域ニーズに応える産官学連携を通じた

リカレント教育プラットフォーム構築」

DX関連知識・スキル

5

〇提供プログラム例

出典：一般社団法人 大学都市神戸産官学プラットフォームより
（https://kobeplatform.or.jp/recurrent/）

〇プラットフォームの概要

https://kobeplatform.or.jp/recurrent/


⚫ 大学等が提供するプログラムや学修成果に関する情報が不足していることが学び直しにおける

大きな課題となっている。

⚫ 産業界からも、大学等におけるリカレント教育プログラムのデータベースの整備や企業側のニー

ズとのマッチングが求められている。

社会人の学びの情報アクセス改善に向けた
ポータルサイト「マナパス」の改良・充実 令和７年度要求・要望額 113百万円

(前年度予算額 30百万円)

事業を実施する背景 サイトイメージ

事業を通じて得られる成果（インパクト）

✓ 学びに関する情報取得を円滑化することで、個人の学び直し及び企業
の人材育成を促進し、時代の変化に対応できる人材の輩出や労働生
産性の向上に寄与。

✓ 学習によって得られる成果や学習歴を可視化するとともに、オンラインコ
ミュニティを通じて学ぶ仲間と切磋琢磨することで、自律的キャリア形成
の意識向上や、労働移動の円滑化にも寄与。

（総合教育政策局生涯学習推進課）

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版」（令和５年6月16日閣議決定）

Ⅲ 人への投資・構造的賃上げと「三位一体の労働市場改革の指針」
（４）リ・スキリングによる能力向上支援
• 業種・企業を問わず個人が習得したスキルの履歴の可視化を可能とする一助として、デジタル上での資格
情報の認証・表示の仕組み（オープンバッジ）の活用の推奨を図る。

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2024改訂版」（令和6年6月21日閣議決定）

Ⅲ．三位一体の労働市場改革の早期実行
（２）労働移動の円滑化
個人のデジタルスキル情報の蓄積・可視化を通じてデジタル技術についての継続的な学びを実現するとともに、
スキル情報を広く労働市場で活用するための仕組みを検討する。

社会人の大学等における学びを応援するサイト「マナパス」の機能拡充・利用者増加を図る。

※令和２年度から機能改善を図りながら継続的に運用

⚫ サイト連携の強化：講座情報を掲載する大学等の外部サイトと連携することで掲載・更新作業

の自動化を図り、検索機能の質向上を目指す。

⚫ 動画コンテンツの拡充：講座導入部分や受講成果等を動画コンテンツとして定期的に発信。

⚫ レコメンド機能の開発：AIチャットボットを組み込み、入力情報を分析して個人の関心に応じた

適切なおすすめ講座をプッシュ型で通知。

⚫ 社会人の学びに役立つ情報発信：教育訓練給付等の経済的支援に関する情報や最新の開

発プログラム等に関する特集記事や、学びのロールモデルを見つけるための修了生インタビュー等

を定期的に発信。企業向けのコンテンツを含め、一層の充実・更新を予定。

⚫ 広報・周知：web広告等を活用して「マナパス」や大学等を活用したリカレント教育の必要性・

有用性を普及啓発。

【実施主体：民間企業等 1箇所×1.1億円】実施内容

※令和６年度中に、UI（ユーザーインターフェース）改善を目的とし
たサイトリニューアルを予定。

＜講座検索（トップページ）＞

＜会員向けマイページ＞
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＜いいね機能＞
ユーザーから関心の高い講座が一目でわかるよ
うに、「いいね機能」を搭載！！

＜講座検索＞
大学・専門学校の社会人向けプログラムを中心に5,000程度
の講座を掲載！「オンライン」 「取得資格」 「費用支援（教

育訓練給付制度対象講座等）」など、希望に沿った条件
検索も可能！企業における利用が想定される講座の検索が
可能な「企業向け講座検索ページ」を令和４年12月に開設。

趣 旨

＜動画紹介＞
社会人の学びに対する教育界・産業界からのメッセー
ジや、大学・専門学校の学習事例を紹介！！

＜ランキング機能＞
ビジネスや健康福祉、情報といった分野別のアクセス
ランキングを日々更新中！！

＜特集ページ＞
「地方創生」「就職氷河期」「経済的支援」「女
性の学び」等社会的にホットなテーマと学びを掛
け合わせて紹介！！

社会人等の学び直し情報発信ポータルサイト「マナパス」

マナパスに掲載している情報

＜学びのガイド機能＞
検索タグで、性別・年代、問題意識に合わせた学びのモデル
検索（修了生等のインタビュー）や実践的、経済的支援の
あるプログラムの検索が可能！！

＜マイページ機能＞
会員登録をすることで、大学からのお知らせの他、お
気に入り講座の登録、閲覧履歴やおすすめ講座の確
認が可能！！
学習履歴も記録可能で、令和４年12月にはオープ
ンバッジ（URL）の貼り付け機能も実装。

・令和２年４月よりサイトの本格運営を開始し、１日あたりのPV数は3,000程度。
・マナパスのマイページ登録者数は1093人（20～30代が約33％、40～50代が約49％、令和5年度末時点）。
・Google広告や各種雑誌・新聞・Webサイト、教育関係のイベント等でも紹介！

職業情報提供サイト「job tag（じょぶたぐ）」、
「マナビDX（デラックス）」等、社会人に有益な情
報を発信するサイトとも相互リンク等により連携！！
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◆職業実践力育成プログラム（BP）認定制度について



平成27年度から社会人や企業等のニーズに応じて大学等が行う実践的・専門的なプログラムを「職業実
践力育成プログラム」(ＢＰ)として文部科学大臣が認定

【目的】

プログラムの受講を通じて社会人の職業に必要な能力の向上を図る機会を拡大

【認定要件】

○ 大学、大学院、短期大学及び高等専門学校の正規課程及び履修証明プログラム

○ 対象とする職業の種類及び修得可能な能力を具体的かつ明確に設定し、公表

○ 対象とする職業に必要な実務に関する知識、技術及び技能を修得できる教育課程

○ 総授業時数の一定以上（５割以上を目安）を、以下の２つ以上の教育方法による授業で実施

①実務家教員や実務家による授業 ②双方向若しくは多方向に行われる討論

（専攻分野における概ね５年以上の実務経験有）（課題発見・解決型学修、ワークショップ等）

③実地での体験活動 ④企業等と連携した授業

（インターンシップ、留学や現地調査等） （企業等とのフィールドワーク等）

○ 受講者の成績評価を実施 ○ 自己点検・評価を実施し、結果を公表（修了者の就職状況や修得した能力等）

○ 教育課程の編成及び自己点検・評価において、組織的に関連分野の企業等の意見を取り入れる仕組みを構築

○ 社会人が受講しやすい工夫の整備（週末開講・夜間開講、集中開講、オンライン授業、遠隔授業、ＩＴ活用等）

平成２７年３月 教育再生実行会議提言（第６次提言）
「「学び続ける」社会、全員参加型社会、地方創生を実現する教育の在り方について」

認定により､①社会人の学び直す選択肢の可視化､②大学等におけるプログラムの魅力向上､③企業等の理
解増進を図り､厚生労働省の教育訓練給付制度とも連携し、社会人の学び直しを推進

有識者会議において、認定要件等を検討

「職業実践力育成プログラム」（ＢＰ）認定制度について（概要）

－ Brush up Program for professional －

※認定課程数（令和６年５月現在）：３９７課程 9



趣 旨

「職業実践力育成プログラム（BP)認定制度」に関する厚生労働省との連携

〇職業実践力育成プログラム（BP)のうち、一定の基準を満たし厚生労働大臣の指定を受けた講座については、120時間以上のプログ

ラムは専門実践教育訓練給付金、60時間以上120時間未満の短期プログラムは特定一般教育訓練給付金の支給対象。

＊専門実践教育訓練給付金は受講費用の最大8割、特定一般教育訓練給付金は最大5割を支給（＝受講者への支援）

〇職業実践力育成プログラム（BP)のうち、厚生労働省が定める一定の要件を満たした講座を人材開発支援助成金の対象とし、

訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成している（＝企業への支援）。

受講者（社会人）への支援

教育訓練給付制度との連携

〇 人材開発支援助成金は、事業主等が雇用する労働者に
対して、職務に関連した専門的な知識及び技能を習得
させるための職業訓練等を計画に沿って実施した場合
等に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成す
る制度。

○ 「人への投資促進コース」において大学で行われる高度なデジ
タル分野の訓練や、大学院で行われる訓練を高助成率で支
給。（最大75％。各種要件を満たした場合に助成）

企業への支援

人材開発支援助成金との連携

専門実践教育訓練給付対象講座のうち214講座、特定一般教
育訓練給付対象講座のうち40講座が職業実践力育成プログ
ラム（BP）の認定課程となっている 。（令和６年10月時点）

企業が大学におけるリカレント教育へ従業員を派遣することも考えら
れるため、企業に対して、職業実践力育成プログラム（BP)とあわ
せて人材開発支援助成金の活用について積極的に周知いただき
たい。

〇 教育訓練給付は、在職中又は離職後1年以内（出産・育児等
で対象期間が延長された場合は最大20年以内）に教育訓練を
受ける場合に、訓練内容（専門実践教育訓練、特定一般教育
訓練、一般教育訓練）に応じて、受講費用の一定割合を支給す
る制度。

（専門実践教育訓練を受ける場合）
・ 受講費用の50%（年間上限40万円）が訓練受講中６か月ご
とに支給。

・ ①資格取得等をし、かつ訓練修了後１年以内に雇用保険の被保
険者として雇用された場合は、受講費用の20%（年間上限16
万円）が追加で支給。

・ ②訓練前後で賃金が5％上昇した場合は、受講費用の10％（年
間上限8万円）が追加で支給。（※①の給付を前提とする）

（特定一般教育訓練を受ける場合）
・ 受講費用の40%（上限20万円）が訓練修了後に支給。
・ 資格取得等をし、かつ訓練修了後１年以内に雇用保険の被保険
者として雇用された場合は、受講費用の10%（年間上限5万
円）が追加で支給。

給付の内容

10



◆専修学校振興の取組
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大学卒
4.2%

短大卒
0.8%

高専卒
0.1%

高卒等
94.9%

16.4%

83.6%

7.3%

92.7%

7.0%

93.0%

専修学校におけるリカレント教育の現状

⚫ 専修学校における社会人の受入人数は、専修学校全体で約4.7万人。うち高等専修学校で約6千人。専門学校で約4.1万人。

⚫ 専門学校に入学する者のうち約1.4万人（約5.1%）が大学・短大・高専の卒業者である。

⚫ 資格取得後に追加の学修を行うことにより、学び直しや学びの継続がなされている事例も存在する。

出典：文部科学省調べ（回答率87%)
※社会人は、現に職に就いている者（給料、賃金、
報酬、その他の経常的な収入を得る仕事に就いている
者）、給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を
得る仕事から既に退職した者、主婦・主夫をいう。

●学び直し／学びの継続の事例

看護師養成課程

（３年制）

助産師養成課程

（１年制）

（看護師・助産師養成施設の例）

看護師試験受験・
国家資格取得

看護師資格保有
が入学要件

（修了）

助産師試験受験・
国家資格取得

（自動車整備士養成施設の例）

●社会人※在籍率（令和３年度）

（専修学校） （高等専修学校） （専門学校）

専修学校

うち高等課程
（高等専修学校）

うち専門課程
（専門学校）

総数 641,140人 34,493人 586,179人

うち社会人 46,887人 5,662人 41,022人

●専門課程入学者のうち大学等卒業者（令和３年度）

（専門学校）

総計

大学卒 短大卒 高専卒 高卒等

273,462人
11,505

人
2,312人 200人 259,445人

出典：令和３年度学校基本統計

２級自動車整備士

養成課程

（２年制）

１級自動車整備士

養成課程

（２年制）

２級自動車整備士
受験・国家資格取得

２級自動車整備士
資格保有が入学要件

（修了）

１級自動車整備士
受験・国家資格取得

12
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4.9%

5.2%
5.5%

5.5%
5.8%

5.6% 5.6% 5.5%
5.7%

6.4%

7.3%

7.0%
6.7%

6.2%
6.0%

5.4%
5.2%

4.9%

4.5%
4.2%

4.0%
4.2%

4.5%

3.0% 2.7%
2.3%

2.0%
1.9%

1.8% 1.8% 1.7%
1.8%

1.8%

1.8%

1.6%

1.5%

1.3%
1.2%

1.2%
1.1%

1.1%

1.0%

0.9%
0.8%

0.8%

0.9%

0.1% 0.1% 0.1%
0.1%

0.1%
0.1% 0.1% 0.1%

0.3%

0.1%

0.2%

0.2%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%
0.1%

0.1%

0.1%

0.1%
0.1%

0.1%

0.04%

8.0% 8.0% 8.0%
7.7%

7.8%
7.6% 7.5% 7.4%

7.8%

8.3%

9.3%

8.8%

8.3%

7.6%

7.2%

6.7%
6.4%

6.0%

5.5%

5.1%
4.8%

5.1%
5.4%

4.7%

5.2%
5.4%

5.1%

4.6%
4.3%

4.1%
3.8%

4.1%

5.2%

4.9%

4.5%
4.3%

3.9%

3.5%
3.3%

3.0%

2.7%

2.4% 2.3%

2.9% 2.8%

2.6%

0.62 0.56 0.56 
0.69 

0.86 
0.98 1.06 1.02 

0.77 

0.45 
0.56 

0.68 
0.82 

0.97 
1.11 

1.23 
1.39 

1.54 

1.62 
1.55 

1.10 1.16 
1.31 

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%

大学卒業者割合 短期大学卒業者割合 高等専門学校卒業者割合 完全失業率 有効求人倍率
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割
合
（
％
）

有
効
求
人
倍
率
（
倍
）

専門課程の入学者のうち、大卒者等の占める割合の推移（完全失業率・有効求人倍率との比較）

出典：文部科学省「学校基本調査」、総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」

⚫ 専門課程の入学者のうち、大卒者等の占める割合は、いわゆるリーマンショック後に大きく伸びた後、完全失業率の低下（有効求人倍
率の上昇）に伴い、総じて低下してきた。

⚫ 近年（令和２年度以降）、この割合の増加が見られる。これは、コロナ禍を経た学び直し需要の変化やリカレント教育やリスキリングに関
する求めの高まりがあるとも考えられる。



令和７年度 専修学校関係概算要求
（ ）は前年度予算額

専修学校の教育体制及び施設整備等に関する取組

☆私立学校施設整備費補助金

学校施設等の耐震化、アスベスト対策等に係る経費、教育装置、ICT活用等に係る経費のほか、

太陽光発電の導入等のエコ改修等の学校環境改善に係る経費を補助

10.2億円 （ 1.2億円）

☆私立大学等研究設備整備費等補助金

新型コロナウイルス感染症等対策を講じながら、授業を実施する際に必要な情報処理関係設備

の整備に係る経費を補助

4.2億円 （ 1.3億円）

14億円 （3億円）

○高校生等奨学給付金（内数） 165億円（ 147億円）

○日本学生支援機構の奨学金事業（内数） －億円（    974億円）

○高等学校等就学支援金交付金（内数）  4,061億円（ 4,063億円）

○国費外国人留学生制度（内数） 185億円（ 182億円）

○高等教育の修学支援の充実（内数）（こども家庭庁計上）

－億円（ 5,438億円）

※貸与型無利子奨学金（一般会計）分

その他関係予算

【質保証・向上】

☆職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進

専修学校における研修プログラム開発や研修体制づくり等による教育体制の充実を図るととも
に、先進モデルの開発等による職業実践専門課程の充実に向けた取組や教学マネジメントの強
化の推進等を通じて、職業教育の充実及び専修学校の質保証・向上を図る。

2.5億円 （ 1.4億円）

☆専修学校と地域の連携深化による職業教育魅力発信力強化事業

専門学校や高等専修学校が担う職業教育等の魅力発信力を強化するため、効果的な情報
発信の在り方について検討・検証を行う。

0.4億円 （ 0.4億円）

（注）四捨五入の関係で、係数は合計と一致しない。

専修学校教育の振興に資する取組 24億円 （22億円）

（注）予算額が「－」のものは事項要求。

【人材養成機能の向上】

☆専修学校による地域産業中核的人材養成事業

中長期的に必要となる専門的職業人材の養成に係る新たな教育モデルの構築等を進めるととも
に、地域特性に応じた職業人材養成モデルの開発を行う。

9.1億円（ 9.5億円）

・人口減少地域の職業人材を確保するための専修学校振興プログラム

・専門学校と高等学校の有機的連携プログラムの開発・実証

☆専修学校の国際化推進事業

専修学校において、外国人留学生の戦略的受入れの促進と円滑な就職、その後の定着までを
見据えた就職先企業との連携に関するモデルを構築するとともに、国際化に向けた体制整備を行う。

3.1億円 （ 2.5億円）

☆高等専修学校における多様な学びを保障する先導的研究事業

高等専修学校に求められる職業教育機能を強化し、「学びのセーフティネット」としての役割を果
たすために必要となる事項について整理するとともに、モデルとなるカリキュラム等の開発、普及啓発を
行う。

1.4億円 （ 1.2億円）

☆地方やデジタル分野における専修学校理系転換等推進事業

IT人材その他理系人材の不足等に対応していくため、最新の技術動向や市場ニーズに即したカ
リキュラムの調査・設計等の取組を支援することで、専修学校における学科の「理系転換」等の再編
を推進する。

3.3億円 （ 3.3億円）

☆専門職業人材の最新技能アップデートのための専修学校リカレント教育推進事業

専修学校と企業・業界団体等が連携し、各職業分野において受講者の知識・スキルを最新のも
のにアップデートできるリカレント教育のコンテンツを作成するとともに、業界団体を通じて教育コンテン
ツの情報提供を行う体制を作るモデルを構築する。

4.0億円 （ 4.0億円）

一部
新規

拡充

一部
新規

一部
新規
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15

人口減少地域の職業人材を確保するための専修学校振興プログラム
（「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」のメニューとして実施） 令和7年度要求・要望額 506百万円

（新 規）

事業内容

現状・
課題

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

15担当：総合教育政策局生涯学習推進課

%
%

◆人口減少地域の職業人材を確保するため
の専修学校の教育モデル ⇒ １８か所

開発したカリキュラム等を活用し、全国の専修学校が
自らの教育カリキュラムを改編・充実。

社会の変化に応じた再編等の推進とともに、教育
の質が確保された専門学校の増。地域や産業の
ニーズに応じた職業人材を確保。

①18歳人口の減少と地域格差の拡大 ②地元以外への進学理由 ③専門学校入学に伴う県外流出

※リクルート「高校生の進路選択に関する調査（進学センサス）2022」より※リクルート進学総研マーケットリポート2023、リクルートワークス研究所未来予測2040より

高校生が地元以外の学校に進学する理由は、行きたい
学校や学びたい分野を学べる学校が地元にないから。
➣ 割合として、大都市圏は低く、それ以外の地域が高い。

➣ 地域で格差。東京や愛知、福岡を除いて地元残留率が低く、人口減少率が高い。

①人口減少地域の職業人材を確保するための専修学校の教育モデル開発

(1)地域活性化型 件数・単価：８分野×２か所×約２５百万円

［地域に「学びたい内容」を維持する取組］

 ○AIや遠隔授業、成績評価のDX等を活用し、離島や人口減少地域における、教員不足への

対応と教育の質の向上を図るモデル

 ○看護等、エッセンシャルワーカーとしての人材需要と確かな職業教育の実績があるにも関わらず

地域で失われつつある学校について、専攻科の設置や大学編入学も含め、魅力向上を図り地

域の職業人材育成の砦として生き残りを図るモデル

［18歳以外を積極的に取り込む取組］

 ○特別な支援が必要な者を受け入れ、資格取得等を通じて、地域での活躍を図るモデル

 ○企業の現職研修の受け入れにより、人手不足産業へ人材供給するモデル

 ○就職支援（求人票等）のDX等により、学校事務の負担軽減や違法求人の排除とともに、

早期離職した卒業生を含めた地域の人材循環を目指すモデル

(2)国家戦略付随型 件数・単価：２か所×約２５百万円

○大規模企業誘致（半導体等）に成功した地域におけるカリキュラム開発

 ○国家的な戦略（クリエーター人材、伝統文化人材育成等）へ対応するカリキュラム開発

【想定される経費の用途】
○課題整理や進捗管理、関係者間の全体調整等のコーディネート経費
○地域や学習者におけるニーズ調査、先行事例調査等を行うための経費
○地域の企業等と連携、AI技術等を取り入れた実習を行うための経費
○成績評価や就職支援業務等のDX、省力化と質向上を図るための経費 等

②分野横断連絡調整会議の実施 件数・単価：１か所×約２９百万円

③人口減少地域の職業人材を確保するための専修学校の教育モデルに係る調査研究

件数・単価：１か所×約２１百万円

➣ 社会的移動と出生数の低下により、18歳人口が減少。

➣ 生活に必要なサービスの維持が困難となる地域が多数（千葉・東京・神奈川・大阪・福岡以外）。

専門学校入学者21万3千人のうち他県出身

➣ その中でも東京・大阪・福岡の専門学校に
入学した者（他県から流出した者）は4万
4千人と流入の7割を占める。

者は6万5千人。

充足率(％)＝労働供給推計量÷労働需要推計量×100。
充足率が96.0%以上は「充足」と表記。

希望の進学先がないことで地域

から流出する者を減少させ（選ば

れる専修学校づくり）、地域におけ

る生活サービスの維持・向上につな

げる（地域への貢献）。

東京・大阪・福岡

44,153人

その他の道府県

21,316人

出身者

自県出身者

海外

の専門学校に入学

の専門学校に入学

他県

※文部科学省調べ(2023)

専門学校入学者の
出身地

N=212,910人
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専門職業人材の最新技能アップデートのための専修学校リカレント教育
（リ・スキリング）推進事業 令和7年度要求・要望額 402百万円

背景・
課題

・各職業分野において、進歩著しい知識・技術のアップデートによる個人の資質の向上。

 （例）自動車整備 × 電気自動車等のクリーン技術、建築 × ゼロ・エネルギー住宅など

・企業や団体等からの推薦により、安心して学び直しに取り組むことが可能に。

事業
概要

専修学校と企業・業界団体等が連携体制を構築し、各職業分野において受講者の知識・

スキルを最新のものにアップデートできるリカレント教育のコンテンツを作成するとともに、企

業・業界団体のニーズに応じたカスタマイズや受講しやすい環境構築等により、多くの企業が必

要とするリカレント教育を提供することに加え、業界団体を通じて教育コンテンツの情報提供を

行う体制を作るモデルを構築し、その成果の普及を図る。

（前年度予算額 402百万円）

専門職業人材の最新知識・技能アップデートプログラムの開発

⚫ 各職業分野（専修学校の教育内容8分野）において、専修学校
と企業・業界団体等との連携により、最新の知識・技能を習得す
ることができるリカレント教育プログラムを作成。

⚫ 作成したプログラムについて業界団体等を通じて情報提供を行い、
各企業や団体から専修学校でのリカレント教育講座等が安定的・
持続的に活用されるよう体制を構築。

⚫ 上記取組をモデルとし、その効果の検証・成果について普及・展開。

⚫ 件数・単価：16分野×23百万円

⚫ 事業期間：令和5年度～令和7年度

事業メニュー

分野横断連絡調整会議の実施

⚫ 各取組の進捗管理および連絡調整を実施。

⚫ 各取組の事業成果を体系的にまとめ、普及・定着方策を検討。

⚫ リカレント教育関連の動向や各職業分野に関する最新知識・技能
等に関する情報収集、プログラム開発受託団体への提案等。

⚫ 件数・単価：１か所×28百万円

⚫ 事業期間：令和5年度～令和7年度

（数値については文部科学省「専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト」調査結果より）

協働によりリカレント教育プログラムを開発・提供

それぞれの強みを生かし、課題を解決

＜専修学校のリカレント教育に関する課題＞

リカレント講座を開講しても受講者が集まらな
い等、事業として成立するか見通すことが困難

【参考】リカレント講座の実施に際しての課題

・・・社会人等の生徒数の確保： 28.5％

企業・団体

＜専修学校との連携によって解決されること＞

• 専修学校が持つ、受講者のレベルやスキルに
応じた教育や学習成果等の評価等に関する
ノウハウの提供

専修学校

＜企業・業界団体のリカレント教育に関する課題＞

業界ニーズを具体的な知識や技能に落とし込み、
それに見合った学習内容を提供するのが困難

   【参考】Off-JTを実施するうえでの課題

・・・身に着けさせるべき知識・スキルの特定：32.5%

受講者（専門職業人材）

背景
・
課題

○ 社会の変化が激しく、かつて専門学校で学んだ知識・技能だけで

はその変化に対応することは困難。

○ 企業では社員に対し必ずしも十分な学び直しの時間を確保する

ことはできていない。

○ 教育未来創造会議の提言、骨太の方針等においてもリカレント

教育の推進が求められているところ。

事業イメージ

• 企業の研修・学び直し等において専修学校が提供
する講座を積極的に活用することにより、受講者を
安定的に確保

＜企業・業界団体との連携によって解決されること＞

アウトプット（活動目標) アウトカム(成果目標) インパクト(国民・社会への影響）、目指すべき姿

誰もが一人一人のキャリア選択に応じて必要とな

る学びを受けられる機会の充実を図る。

開発したモデルを全国の専修学校が活用し、各

学校においてリカレント教育講座を開講

• 各職業分野ごとに職業専門人材が学び直しにより最新
知識・技能を身に着けることが可能となるプログラムについ
てモデル開発 ⇒ ８分野×2か所＝16か所

担当：総合教育政策局生涯学習推進課
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職業実践専門課程認定校への都道府県補助について

・３５都道府県で職業実践専門課程認定校への補助を実施。(※令和５年度。実施都道府県は下図のとおり。)

・職業実践専門課程が制度化（平成２６年度）された翌年度以降、毎年度、同課程認定校に対する独自の補助制度を有する自治

体が増加。

・職業実践専門課程認定校に係る追加的な経費への都道府県補助について、令和４年度から特別交付税措置。

参考：職業実践専門課程の認定状況
（令和５年３月２７日時点）

・学校数：１，０９３校 (４０．２％)
・学科数：３，１６５学科(４３．４％)

※合計欄の（ ）内の数字は全専門学校
数（2,721校）、修業年限２年以上の全学
科数（7,288学科）に占める割合。

職業実践専門課程認定校への都道府県補助について

職業実践専門課程について

専門学校のうち、特に企業等との連携体制を構築し、実務の最新知識・技術・技能を身につけられるよう、
より実践的な職業教育に取り組んでいる学科について、平成２６年度より文部科学大臣が「職業実践専門課程」として認定。

（北海道、秋田県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、東京都、
神奈川県、新潟県、富山県、山梨県、長野県、静岡県、愛知県、三重県、
大阪府、兵庫県、奈良県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、
徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、
大分県、鹿児島県、沖縄県）

職業実践専門課程認定校への
補助を行っている都道府県数

（令和５年12月時点）

令和３年度：19都府県
令和４年度：25都道府県

令和５年度：35都道府県
図：職業実践専門課程認定校への補助を行っている自治体（令和5年12月時点）

※特別交付税措置対象
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教育訓練給付金
⚫ 業務独占資格などの取得を目標とする講座や職業実践専門課程の認定等を受けた専門学校の課程は教育訓練給付金

の支給対象となっている。

1,794講座
（専門学校以外含む）

668講座

8講座

※ 出典：厚生労働省「目標資格等別・都道府県別 専門実践教育訓練指定状況（令和６年10月１日時点）」
https://www.mhlw.go.jp/content/11804000/001285788.pdf

厚生労働省「目標資格等別・都道府県別 特定一般教育訓練指定状況（令和６年10月１日時点）」
 https://www.mhlw.go.jp/content/11804000/001286528.pdf 

1講座
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学校教育法の一部を改正する法律の概要

趣旨

専修学校は、学校教育法において、「職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、又は教養の向上を図ること」が目的とされ、医療、福祉、工業

等の分野において、実践的な職業教育機関として人材を輩出してきた。

人生100年時代やデジタル社会の進展の中で、職業に結びつく実践的な知識・技能・技術や資格の修得に向けて、リスキリング・リカレント教育を

含めた職業教育の重要性が高まっていること等を踏まえ、専修学校における教育の充実を図るため、専門課程の入学資格を厳格化するとともに、専修

学校における専攻科の設置に係る規定の創設、一定の要件を満たす専門課程の修了者への称号の付与、専門課程を置く専修学校への自己点検評価の義

務付け等の措置を講ずる。

概要

教育の質の保証を図るための措置

専門課程修了者の学修継続の機会確保や社会的評価の向上のための措置

③ 一定の要件を満たす専門課程（以下「特定専門課程」という。）を置く専修学校には、専攻科を置くことができることとする。

※専攻科は、特定専門課程を修了した者等が、より深く学び・研究することを目的とした課程。

※一定の要件を満たす専修学校の専攻科については、短期大学及び高等専門学校の認定専攻科と同様に、大学等における修学の支援に関する法律に基づく修学支援制度

の対象に含める。

① 専修学校の専門課程の入学資格について、大学の入学資格と同様の規定とする。

※専門課程の入学資格について、高等学校等を卒業した者に「準ずる学力があると認められた者」から、高等学校等を卒業した者と「同等以上の学力があると認められ
た者」に改める。

※専修学校専門課程の在籍者の呼称を「生徒」から「学生」に改める。

④ 特定専門課程の修了者全てについて大学編入学資格を認めるとともに、当該修了者は専門士と称することができることとする。

⑤ 専門課程を置く専修学校に大学と同等の項目での自己点検評価を義務付けるとともに、外部の識見を有する者による評価を受ける努力義務を定め

る。

② 専修学校となるために最低限必要な学習時間に関する基準を、大学・高等専門学校と同様に「単位数」により定めることができるようにする。

大学等との制度的整合性を高めるための措置

令和８年４月１日
施行日
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＜参考資料＞
リカレント教育の推進に係る令和6年度事業

（文部科学省）

・リカレント教育による新時代の産学協働体制構築に向けた調査研究事業
・地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援事業
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リカレント教育による新時代の産学協働体制構築に向けた調査研究事業
令和５年度補正予算額 5億円

実施内容

背景

◆「企業成長に直結する」 「高等教育機関しか

できない」 リカレント教育モデル（VUCA時代

に必要なスキルを学ぶ場）を確立

「産業」「個人」「教育機関」の成長を好循環させ、

教育機関が個人の成長や産業の発展を支えるこ

とを通じて自身の教育・研究の質向上にも繋がる、

エコシステムを創出。日本社会の持続的発展へ。

事業イメージ

目的

１. 産業界の人材育成に関する課題とニーズの把握

３．具体的なプログラム開発に向けた大学等へのヒアリング調査等
➢ ２．で設計した各教育プログラムのアウトラインについて、課題を提示した企業及び教育リソースを持つ

大学等に共有・ヒアリングを実施し、双方にとって実益が得られるよう改善・具体化を図る。

➢ 併せて、考案したプログラム案について、それを通じて解決を目指す産業界の課題も含め調査分析の成

果を取りまとめ、実際に大学等がプログラム開発に円滑に取り組めるよう普及啓発を図る。

⚫労働人口の減少は不可避である中、労働生産性の向上は国家的課題

⚫VUCAの時代にあって真に必要とされるスキルは、資格や検定ではなく「分野横断的知識・能力」「理論と実践

の融合」「分析的思考」等※であり、リカレント教育を大学等の責務として行う必要

⚫ 国際的にも社会人割合が低い日本の大学は、産業界のニーズに柔軟に対応できる教育プログラムが不十分

⚫ また、企業も大学等をリ・スキリングやリカレント教育の場とみなしていない

（過去５年で従業員を大学等に送り出した企業等は10％未満）

⚫ アメリカ企業と比べて日本企業のOJT以外での人材投資はわずか1/20程度

大学等

企業等

※１～３まで一貫して、産業界の現状分析や大学等のリカレント教育に関する知見のある民間企業等に委託（5.4億円）

※自動車・物流・建設・福祉・金融・観光等の業界毎に
課題抽出・教育プログラム案を設計

調査研究後の取組の方向性

➢ 産業界が人的資本経営を進める上での人材育成に関する課題について、業界毎にヒアリング・アンケー
ト調査等を実施し、抽出する。その際、大学等との連携に関する意向も聴取し、企業の経営・人事戦
略に基づいて、大学等において提供されるリカレント教育プログラムに従業員を派遣したり、その成果で
得られた能力を処遇に反映するなど、より進んだ取組の推進意向がある企業等を調査・把握する。

（担当：総合教育政策局生涯学習推進課）

※経団連産学協議会2022年報告／世界経済フォーラム「仕事の未来2020」
※これらの能力は職業上も活用可能性が高く、大学での育成が期待される高度なリ・スキリングであり、リカレント教育の一部と捉える。

①具体的な企業群・大学群とのマッチング

②教育プログラム開発 大学への従業員派遣

２．企業ニーズを踏まえたプログラム構成要素の分析、アウトライン設計
➢ １．で抽出した産業界の課題を踏まえ、各課題の解決に寄与する人材育成のための教育プログラム

開発に向け、プログラムに取り込むべき学習要素や、身につけるべき能力を具体的に分析・整理。

➢ その上で、大学・高等専門学校等が提供できる教育リソースを調査・整理し、それらを活用して課題に

応じた教育プログラムのアウトラインを設計する。

①産業界の人材育成課題を抽出

②教育リソースの情報を整理

③所属企業への成長還元／人事上の処遇方策検討

④教育プログラムの改善

A業界

B業界
C業界

A大学

B大学

C大学

③各業界課題に応じた
教育プログラムの考案
⇒ヒアリング・改善等
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⚫ リカレント教育の実施にあたり、地域の企業・自治体等のニーズの把握や、それに対応した教育プログラムの開発・

提供、受講生確保に向けた広報・周知等が必要になるが、これらを全ての教育機関が個別に行うのは非効率。

⚫ リカレント教育の持続的な推進を図る上で、個人のやる気のみに頼ることには限界がある。他方、企業側にとって、

生産性の向上や従業員のエンゲージメントの向上に資する等のメリットがあるため、組織的な取組を進める意義は

大きい。但し、個別企業の努力に委ねず、地域単位で取組の推進を図らないと実効性の確保は困難。

⚫ 企業側においても、従業員の学習インセンティブの向上、学びやすい環境の整備、学習成果の適切な評価等

の取組に関し、地域の産業界で指針等を策定・共有し、大学とも連携しつつその推進を図ることが重要。

地域ニーズに応える産学官連携を通じた
リカレント教育プラットフォーム構築支援事業 令和５年度補正予算額 1億円

背 景

➢ リカレント教育に関する人材ニーズの把握
➢ コーディネーター配置
➢ 大学等の教育コンテンツと地域ニーズのマッチング

➢ 大学等の協力を得た経営者向けプログラム開発

➢ 地元企業の経営者を集めたプログラム提供

➢ 企業側のリカレント教育に関する取組状況を共有
➢ 地域におけるリカレント教育の受講促進に向けた企業側の環
境整備に関する指針等を明示

➢ 大学側における当該指針等に対応した取組推進

「成長戦略等フォローアップ」（令和５年6月16日閣議決定）
Ⅰ 人への投資・構造的賃上げと「三位一体の労働市場改革の指針」
（地域の産業界のニーズに合わせた教育プログラムの提供）
• 地域の産業界のニーズに合わせた高度人材を育成するため、地域
の大学、地方自治体等にコーディネーターを配置し、当該ニーズを
踏まえたリ・スキリング・プログラムの提供等を支援する。

主な実施事項

事業の実施内容

フェーズ①～

➢ 企業等の観点から､受講の有用性等に関する評価方法を策定
➢ 評価結果に基づきプログラムを改善。評価方法も適宜見直し。

フェーズ②～

➢ プラットフォームにおける上記取組成果の普及啓発

（担当：総合教育政策局生涯学習推進課）

⚫ 地域の複数の大学と産業界や自治体等が連携して、以下の通り、リカレント教育に関するニーズ把

握やマッチング等を効果的・効率的に行うとともに、企業側における評価や環境整備の促進も図る

プラットフォームを構築し、その取組を促進。

【フェーズ①】 地域の人材育成ニーズと教育資源のマッチング

産学官金による「リカレント教育プラットフォーム」をベースに、地域の産業構造を踏まえた人材育成に関す

る課題を整理し、その解決に向け、域内の大学等が行うリカレント教育とのマッチングを図る。

【フェーズ②】 企業側の評価や環境整備等を含む、総合的リカレント教育推進体制の整備

 1) 教育プログラムの適切な評価方法・体制の整備

リカレント教育を利用する企業側がその有用性等を適切に評価しうる評価方法を定め、その結果に

基づき、従業員の継続的な受講に値するように教育機関側が改善を図るといった好循環を構築する。

2) 企業側における環境整備の促進

フェーズ①段階の実施状況を踏まえた上で、リカレント教育に関する企業側における取組（従業員の

学習インセンティブの向上、学びやすい環境の整備、学習成果の適切な評価等）について、大学側の

取組（修了者のコミュニティ形成や、学びやすい授業形態の工夫、学習成果の可視化等）との連携

を図りながら、リカレント教育プラットフォームが主導して地域単位での推進を図る。

３）経営者層をターゲットにしたリカレント教育プログラム開発

地域の経営者層等をターゲットにした、上記1)の企業側における環境整備や、大学等との連携の促

進に資するリカレント教育プログラムを、経営者層側の主体的な参画を得て開発・実施する。

４）地域におけるリカレント教育推進に向けた取組の普及啓発

リカレント教育の必要性や有用性を理解・共有し、企業・大学等を含め地域としてリカレント教育を
推進する機運を醸成するため、上記取組の成果の普及啓発を目的としたシンポジウム等を開催する。

官

産学

金

都道府県
市区町村
労働局
経済産業局

地元企業
商工会議所
経済団体
業界団体

大学
専門学校
高等専門学校

地方金融機関
コーディネータ―

（対話・連携をリード）

リカレント教育プラットフォーム

政府文書等における提言

※委託金額：12百万×12か所
※委託先は大学コンソーシアムや自治体等
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No. 機関名 テーマ

１ 国立大学法人北海道国立機構
北海道における実践的リカレント教育の全道展開及び

総合的リカレント教育推進体制の実現

２ 岩手県
学び合いの「いわてまるごと大学（Ｉ‘ｍ大学）」（仮）による

いわて型リカレント教育の構築

３ 国立大学法人山形大学
山形県における包括的な産学官金医連携の枠組みを活用した

地域リカレント教育の評価・環境整備の促進サイクル

４ 新潟県
県の主要産業を支える“コーディネーター伴走型

農業リカレント教育プラットフォーム”の構築プロジェクト

５ 石川県 石川県内高等教育機関と連携したデジタル分野リスキリング推進事業

６ 国立大学法人信州大学
企業内リカレント推進体制を促進するためのプラットフォーム

「ENGINE/円陣」

７ 国立大学法人三重大学
「リカレント教育プラットフォームみえ」の起動

～三重型リカレント教育の推進～

８ 京都府 リカレント教育先進地「京都」構築事業

９
一般社団法人大学都市神戸

産官学プラットフォーム
大学都市ＫＯＢＥ地域ニーズに応える産官学連携を通じた

リカレント教育プラットフォーム構築

１０ 国立大学法人奈良国立大学機構 「なら産地学官リカレント教育プログラム」構築事業

１１ 国立大学法人愛媛大学 しまなみ未来社会人材育成プラットフォーム

１２ 国立大学法人九州大学 事業成長人材集積に向けたリカレント教育プラットフォーム構築事業

１３ 国立大学法人大分大学
地域ニーズに応える産学官連携を通じた リ
カレント教育プラットフォーム構築支援事業

１４ 国立大学法人宮崎大学
みやざきデジタルノーマルの未来を目指した

デジタル人財育成コンソーシアムの事業・実施体制強化

R5地域ニーズに応える産学官連携を通じた
リカレント教育プラットフォーム構築支援事業の採択先一覧
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